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コンティンジェンシー・セオリー

と組織間関係論の環境理解

赤 岡 功

I はじめに

最近，わが国においても，コンティンジェ:/'/ー・セオリーに関する研究が

かなり多しみられるようになってきている。 1976年末には r組織科学』が

ζ の理論に関、する特集を行なったG， 1978年4月には関西の組織学会は，コソ

ティ y ジz γ ・ヒオリ の検討を行なった。。また，筆者の属する京都大学

の経営学研究室においても，この理論にかなり以前から注目し，検討を行なっ

てきたの。 そして， その結果，従来の組織理論からみて，この理論の意義は大

きしこの方向での研究にはなお多くのものが期待されると考えてきたが，し

かし，この理論には種々の問題点も残されており，したがって，この理論に対

する批判も少なくない。

しかし，これらの点に関する検討は別に行なっているので，ここでは本稿で

の関心とかかわって必要な限りにおいて，コ Y ティンジ :<::/Vー・セオリーの

意義と問題点を要約しておくにとどめる。

その際， とくに問題としたいのは，この理論の環境理解についてである。と

いうのは，この理論の意義も限界もその多〈は結局のところこの遅論の環境理

解における貢献と限界とにかかわっていると考えられるからである。すなわら

この理論は，例えば，ロ レγスニロッシュ (Lawrem;e同区1Lorsh)や〈ロ

(Perrow)等を考える場合3)， I課業環境の不確実性」中内在化された環境

1) 組織平和芋1110(4J， 197~竿。
2) 降旗民章・赤岡功編『企業組捕と環境適合.n1978を審問w



14 (134) 第 122巻第3.4号

としての「技術のノレーティ γ性」の概念によって，オープン・システム論によ

って理論上では重視されるが，具体的，操作的には理論の中に取り入れること

が困難な環境を，明確に，具体的操作的に導入することができたことが，この

理論の最大の貢献であると考えられる。しかし，このような大きな貢献をもた

らすものではあるが課業環境の不確実性」や「技術のノレーティン性」によ

っては，環境の全体像を把えるのには限界もある。

筆者は，かつて，コンティンジヱ Yγー・セオリーの検討を行なったときに，

環境を不確実性のみで理解するには限界があり，労働組合，消費者団体や地域

住民の要求内容自体をもとりあげる乙とが必要であると述べたがペ 現代亡は，

企業組織をとりまき，その行動に影響を与えてい芯環境は，上にあげたものの

ほか，政府関係機関，他の企業，業界団体等の諸組織である。これらの諸組織

からの影響を単に課業環境の不確実性からのみとりあげるのでは不十分であっ

て，これらの諸組織がどのような目的脅もち，当該企業組織とどのような相互

作用をしているのかについて明らかにする必要性は高い。これらの諸組織聞の

関係については， アダメク (R.J. Adamek)によれば，最近の約四年の聞に

この領域での研究に関心が集まり，すでに 150以上の論文，書物が著わされて

L 、るという5)。

上で述べた ζ とからも明らかであるが，組織と環境の関係を考える場合，こ

のような組織間関係論は興味深しその内容の検討が必要であるが，本稿にお

いては，組織間関係論の内容についての紹介と検討を行なう前に， コンティン

ジェ'/-:/ー・セオリーと組織商関係論の環境理解についてみていくことにする。

11 コンティンジェンシー・セオリーの環境理解

かつて，コ γ ティ Y ジヱンシー・セオリーの特徴，貢献としては次のような

3) Lawr田ce& Lorsch， 0市町Iizationand E.nvironment， 1967; C. Perrow， 0，吉田llza

tional Analysis， 1970 

4) 車岡功「組織のコンテインタヱンシー・セオり についてJ ~経済論叢j 114 (3.4) 1974年9・
10月。
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諸点があげられると述べた。すなわち，①普遍主義の否定により，理論の適用

されるべき状況の明確化をはかったこと，②状況を表示する変数として，環境

の不確実性や技術のノレーティン性，規模などの一定の変数を選び， これと組織

構造の対応関係を明らかにしたこと，③その ζ とにより，伝統的組織理論およ

び行動科学の組織理論のそれぞれの命題を状況に応じて適用可能とする理論的

、総合的枠組を提示しえたこと，④これにより，オープン・ γ兄テム論の具体化

をはかったこと，これらが，こり理論自体の理論上の貢献であり，実践的には，

⑤環境が不確実化しているときに，組織設計の具体的指針を提供する理論を提

示したこと，があげられる。さらに，こり理論の登場は，行動科学的意志決定

論においてはとりあげられることの少なかった組織構造の設計論へと論者の関

心を集めたこと，および，組織論の研究にあたって，その理論の適用されるべ

き状況についての認識の明確化を促進したことにもこの理論の意義が認められ

るの

しかし，他方で，コ γティ Y ジェンシー・セオリーはかなり多くの批判をう

けている。すなわち.G:環境と組織の区分が不明確なこと，ロ -vンス=ロッ

シュのそデノレについては，②環境の不確実性のみで組織構造を説明するには限

界のあること，③環境の不確実性の操作化と測定の仕方に問題のあること，④

組織内の政治的プロセスが欠落している乙と，⑤技術的要請の働〈強さについ

て，⑥技術概念の整理の必要性.Ci主として扱っている組織構造の範聞がせま

い，③参加的組織が要請される大量生産産業の職場では相対的に機械的な組織

が適合的だということにより保守的な理論であるといわれていること，⑨環境

選択，技術選択論が十分ではないとされること，⑮組織変化のプロセλ が十分

示されていないよと，乙れらの点が問題点として批判されてL、ることをみ，乙

のような批判はどのように理解されるかについて考察したへ

このように，細か〈みれば，多数にのぼるこの理論の意義および問題点の，

5) R. J. Aaamek， "M!lPPlng the Interorganizational Landscape; A Critical Appraisal，" 
in A. R. Negandhi (ed.)， Interoη.a=印 tionTh印 ry，1975. 

G) 陣旗武彦赤岡甜編，前掲書。
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そのほとんどのものは，この理論においては，オープy ・システム論の具体的

展開と操作化をどのようにはかっているかということと基本的にはかかわって

いるものであり，そして，他の批判は，この理論の動態化についてのものであ

るということができるであろう。

すなわち，まず，この理論の貢献，意義についてみれば，①の普遍主義の否

定は，組織のおかれた環境状況の違いにより組織構造は異なると述べているも

のであり，環境を重視するものであるし，②の環境の不確実性，技術のルーテ

ィY性は，技術を内在化された環境と理解すると，オープン システム論の具

体的展開にあたフて，環境を操作的に扱うための変数の設定であった，といえ

る。そ Lて，この理論の実践的な意義は，オーデソ・システム論を抽象的に示

すにとどまらずに，具体的に組織構造の設計論において展開 Lたととにある。

さらに， ζ の理論に対する批判の多くもまた，乙の理論のオープン・システ

ム論の展開の仕方とかかわっている。すなわち，批判の④と⑮とはこの理論の

動態化にかかわる批判であるが，①から①までの問題点は，この理論の環境理

解，理論をオープン化する際の変数の設定の仕方，操作化の仕方，測定の方法

にかかわっており，とくに，③の技術的要請の作用する強さ，③の環境選択・

技術選択論の問題は， ζの理論におけるオープy ・システム論が比較的に環境

から組織への作用を強調していることが多かったということを問題としている

のであり，組織から環境，技術への作用を考えることが，オ プン化にとって

必要であるといっているのである。また，①は環境そのものが，⑤は技術概念

が，それぞれ十分に厳衝にコ，/yステγ トに構成されるにはまだし、たっていな

い乙とを問題としているのであり，①は，この理論が登場するときに，関心を

あつめていた問題〈例えば参加的組織か，機械的組織かなど〉と環境との関係

はよく扱われているが，それ以外のものについては十分ではないといっている

のである。さらに，②③は，環境の作用を考えるのに設定された変数の有効性

とその測定の仕方に関する批判である。

この上うに，コンティンジ.，.， y':/ー・セオリーの意義は，その環境の理解の
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仕方(オープン・システム論の展開の仕方〕とかかわっておりまた，この理論

の限界ふ環境の理解の仕方，オープン化の仕方にかかわっているのである。

そこで，環境の理解の仕方という観点から組織理論の発展をみると，大き〈

は， (吋クローズド・システム論によるものと， (b)オープンJ・システム論による

ものとにわけることができる。

テイラー (F.Taylor)， フヱイヨノレ (H.Fayol)の古典的組織論， および

人間関係論は，クロ-7-ド."'/;-ペテム論による組織理論であり，分析は主とし

て組織内に向けられていた。環境変動が比較的に穏やかで，大きな組織が存在

しない場合には，このような方法も有効でありうる。経済社会において，技術

革新等環境の変化が激Lくなぐ，多数の製造業者が同種の商品を作札多数の

消費者に販売Lているような場合には，このようなクローλ ド・シλ テムによ

る分析も有効である"0
しかし，次第に環境の変化が激し〈なり，予測が困難になってくると，組織

理論においても環境を意識し，その理解を充実させる必要がでてくる。かくて，

パートラ γフィ (vonBertalanfy)のオープγ ・シエテム論が導入されること

になる。この場合，組織は環境によってどのような影響をうけるか，組織によ

りコ γ トローノレできるか，できなL、か等に関心が寄せられるo つまり，環境を

外部から組織を制約するもの(制約環境〉とみることになる。

ζ の場合，ホ ノレ(R.H. Hall)によると，環境の性格は(1ト般的環境と(2)

特定の環境とに分けることができる。

(1) 一般的環境とは，間接的に組織に影響するものであり，すベ亡の組織に

一般的に影響を与えるもので，技術的，法的，政治的，経済的，人ロ統計，文

化的諸条件から構成されているものである O ①の特定の環境とは，特定の組織

のみに影響し，影響が直接的なもりである民

エメリーートリスト (Elllery& Trist)は環境と組織との関係について，次

7) S. Terreberry， ~< The Evolution of Organi回tion~l Environmets，" Administrative Sci 

ence Quarterly， Vol. 12， Aug. 1968. 
8) R. H. Hall， Organizatioflゐ 1972
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の表のような関係があることを示している叱文字の下の数字の 1は組織 2

は環境を，そ Lて L は関係を示すものである。L-たがって.Luは組織内の，

L" 

L" 

L" 

L" 
第 1 衰

L12は組織から環境への.L21 は環境から組織への，そして，

L22は環境自体の相互作用を表わしており L'2における変

化は L12L22 を通して組織と相互作用するものと考えられる。

そのうえで彼らは，環境の性質を静穏・ランダム環境，静穏・偏在的環境，撹

舌L・反応的環境，激動的環境に区分L その'進化について述べている。そして，

現在，企業のおかれてし、る環境は複雑であり，また相互の因果的な関係は急速

に変化するのであり，激変する環境下にあるとみて，その下での組織の研究を

行なっているのである。

(2) これに対して，特定の環境は，個々の組織に直接かかわるものであり，

トYプソン 0.D. Thompson)では課業環境Eいわれ，デイノレ (Dill)では関

連する環境といわれるものである1OL

(りそして環境が組織設計へ及ぼす影響の研究が蓄積されたが，これはコ yテ

1/'ジェ Y シー・セオリーの中心的な研究領域であった。ここでは，組織の活

動領域 (Domain) の吟味， 環境への依存性と組織の複雑性，分権化，プログ

ラムのイノベーショ γの率に正の相関関係があることと環境の不確実性と組織

の関係など研究されている叩が，とくに，環境の不確実時と組織の関係につい

ての研究は多く， 不確実性が高くなると， ①組J織は適応的， 有機的になるこ

と12>， ②経営者の志向が分化すること叫 ①従業員の横のコミュニケージョン，

意思決定への参加が拡大すること'" ④内的な調整，コントロールの問題が大

9) F. E. Emery and E. L. Trist，“ The Causal Texture of Organizational Environn官汎ts~"

Hu:隅 anRelation夕、 Vol.18， 1965 
10) J. P. Thomps曲 .Orga叫 zatwn四 Action，1967; W. R. Dill.“Envir田lmentas an 

Influence on Managerial Autonomy， Adm悶 strativeScience Qua河erly，Vol. 2， 1958 
11) Van de V回.Emett and Koening， "Framework of Interorganization Analysis，" in 

Negandhi (ed.)， op. cit.; Hage and Aiken，“Relationship of Centralization to Qther 

Structural Properties:' Admi間 strati出 ScienceQuarterly， Vo1. 21， 1967 
12) T目 Bums& G. M. Stalker， The Managem凹 tof Innovation， 1957; Terrebery， op. cit 
13) r .awrence and T ..ursch， o.ρ cit.; Di11. ot. cit 
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きくなる ζ とべ などの研究がなされている16)。

(ii)組織のコンティジェンシー・セオリーは主として環境から組織への影響を

扱っており，組織から環境への働きかけの研究は比較的少なかったが，最近で

は次第に環境と組織の相互作用が強調されるようになってきている。そして，

次のような点が明らかにされてきている。すなわち，①意志決定者は，組織り

活動する環境を選択でき，①大きな組織はそり活動し℃いる環境内の条件を変

えることができる十分な力をもっ Cおり，①戦略，戦術を)ffiじて，組織は選択

した環境へ働きかける乙とにより，古IJ約された範囲内での合理性，確実性を達

成すること，④組織は環境との聞に種々の緩衝メカニズムセ採用すること，⑤

競争，協働，交渉，連合等により，組織は環境との相互作用のプロセスへ影響

を守えること，信組織は，その威信を創り出す機構によりその地位の防衛を行

なう乙と，等々である問。そ Lて，ヴァ Y ・デ・ヴェ γ ニエメヅ l二コーエン

グは，制約環境論のここでの議論は組織間関係論にとって重要であるとしてい

る。というのは，ここでの議論はコ Y ティンジ~:/シー・乞オリーと組織間関

係論の接続の位置を占めるものだからである。

上で明らかにしたように，コンティンジヱンシー・セオリーは.オープン・

システム論にたっているが，その場合の環境理解において，一般的環境の理解

を深めていくだけにはとどまらずに，具体的に課業環境をとりあげ，その不確

実性と組織の関係を明らかにしてきたのである。このことにより，単に概念と

して，オープy ・システム論にたつのではな<.組織設計論という具体的な問

題において，環境の影響を具体的，操作的に導入することに成功した。それま

14) M. Aiken 皿 d ]. H昭'.“OrganizationalInterdependence and Intra-Organizational 

Structure"， American Sociological R目 Z目的 Vol.3， 1968 
15) Aiken and Hage， op. cit.; Thomps四 .0ραム

16) これらの研究のより詳しいリストについては次を審問されたい。 Vande Ven， Emmett and 
Koen皿 g，op. cit 

17) ②. @，①については Thomp田 n，o.ρ凶 αんを， ①については Child. .. Organizational 

Structure， En"羽でonmentHnn Perfonnance，"晶加'ology，Vol. 6， 1972，を，⑥については
Perrow，噌 cit.，を，そして， より詳しい研究リストについては Vande Ven， Emmett and 
K~山19，ゆ• clt.，を参照されたい。
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での多くの研究は，クローズド・シ品テム論か，あるいは，オープy ・γ ステ

ム論にたって，環境の重要性を理論レベルでは強調し，理論的枠組は提示し之

いても，具体的問題の適用にあたっては，事実上クローズドな取扱いをする ζ

とになる場合が多かったのに対して，課業環境の不確実性は，具体的問題にお

い亡オープン 'v:Aテム論の適用を可能としたのであり， ζ の点での意義は極

めて大きいと考えられる。

確かに，ロ レンスニロッシュの課業環境の不確実性については，測定方法

や把え方等についての批判があり，問題点がないわけではなし、。 LかL 環境

を具体的な問題において明確に導入L オープン..;/ステム論の具体化，操作

イ七世実現したコンティンジヱ y γ ー・セオリーの貢献は大きいものがあるとい

え， ζ のレベルでの研究には，期待すべ舎ものがある。

しかし，環境理解の進歩において貢献が大きいといっても，組織理論の研究

における環境理解はこれで十分であるというわけでは怠い。かつて，筆者も述

べたように，課業環境の不確実性のみでは十分処理しきれない問題もある。た

とえば，大量生産業では，機械的な組織が適合的だといわれ，確かに相対的に

はそういえるであろうが，ノレーティ y作業から不満を生じている労働者や，社

会的に参加要求が高まっていることを考える必要があり，労働者，労働組合の

要求内容が問題となる。そ Lて，これ以外に，消費者団体，地域住民の団体等

の要求内容についても考慮されなければならない。

さらに，企業は，種々の異なるタイプの諸組織と相互作用を営んでいる。上

であげた諸団体のほか，たとえば，政府関係機関，業界団体，競争企業，子会

社十下請会社等の関連会社等々が企業にとっての環境を構成しており， ζれら

の諸組織と相互作用しているロこのようなとき，乙れらの諸組織の種類，特質，

これらの組織との関係のとり結び方等は重要な問題であり，単に不確実性に転

換してとらえうるものではない。 ζ うした，諾組織との関係を分析しているの

が，組織間関係論である。そとで，次に，組織間関係論の環境理解についてみ

ていくこととするの



コソテインジェ γ ツ セオリ と組織間関時論の環境理解 (141) 21 

III 組織間関係論の環境理解

本稿の目的は，コンティンジェ Y シー・セオリーと組織間関係論の環境理解

を考察することであるから，組織間関係論の内容や特徴を考察し，検討するこ

とは次の稿以後に行なう ζ とになる 3 乙こでは，組織間関係論の内容について

は必要の生ずる限りにおいて主要なものについて触れるにとどめるが，まず，

組織理論と組織間関保論との違いについて考えておく必要がある。上では，組

織理論がオ ブン・ジステム論として展開され，環境の全体像を十分理解する

には，コンティンシヱンシー・セオリーの環境理解のみでは十分でなく，諸組

織との関係を理解する必要があると考えて，近年展開されてきている組織間関

係論の検討が必要であるとしてきた3 そこでs 組織内の分析と組織問の分析，

およひコ γ ティ γ ジェ Y シー・セオリ一切違いについて考えておくことが必要

であろう。

前 2者の違いについては， リトワクニヒノレト γ(Litwak& Hylton)は，次

のように述べている問。すなわち，第 lには，組織内の分析では，組織内にコ

ンフリクトがあると組織の崩壊の危険があるため，人々の聞に調和的な関係主

確立することが主たる関心となるが，これに対して組織間関係論では組織間の

コγ フリクトの存在はむLろ与件であって，そのようなコンフリクトが存在す

る下でどのような形の社会的な相互作用が必要となるかを分析しようとする。

第 2に，組織内分析においては，公式の権限が存在しており，それを強調す

ることが行なわれる。これに対して，組織間関係分析では，権限が構造化され

ていないのが普通の状態であって，その Fでの相互作用を扱う ιとに仕る。

これらとの関連において，ヨンティンジヱ γγー・セオリーをみると，コ Y

ティ γ ジェンシー・セオリーは，環境とのかかわりあいの中で組織内の分析を

行なうのが，肢も多く行なわれた研究領域であ y た。そして，ロ レンス士ロ

18) Litwak and Hylton，“Interorganizalional Analysis，" Administrative Science Quart町 ly，
Vol. 6， 1962. 
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ヅシュやベローの場合環境を主として，課業環境の不確実性，あるいは内在fじ

された環境としての技術のルーティン性によって把えるというものであった。

すべてが，完全にあてはまるわけではないが，エメリ一三トリストの環境と組

織の相互作用の枠組をつかって述べれば，組織内分析は Lnを対象としている

のに対L，コンティンジェ Yシー・セオリーは.L22が間接的に作用すると考

えておいて.L12， L21 を環境からのイ Y プット，アットプットと理解し，ーれ

を不確実性，ルーティン性でとらえておいて円 これとの関係において組織内

の現象を説明していこうとしたものであるといえよう。組織間関係論において

は，後にみるように 2つの立場があり 1つの組織を中心となる組織とし，こ

れと他の諸組織との関係をみていこうとする場合と，すべての組織を，環境を

構成するメ yパーと理解 Lて，中心となる組織を最初から設定しない立場とが

あるが，前者の場合は L"が他の諸組織閣の不 v トワークであり， これが

L12， L21 を通じて，中心となる組織(焦点組織〉と相互作用を営むのであり，

相互作用を重視して，環境の影響を不確実性といった変数に集約してしまわず

に，相互作用の形自体をも問題とするものである。これに対して，後者の組織

間関係論は，焦点組織を考えないという意味で.Lll で示されている組織 1も

特別にとりあげることはLないのであるから組織1をも含めてた組織関係のみ

で相互作用が表現されることになる。

このような区別をされる組織間関係論は，現在までのと ζろ，まだ理論とい

う程には発展していないといわれ，組織間関係アプローチとか組織間関係的見

方とかL、った方がより現実的であるとされる加。確かに，全体と Lて，統一的

な枠組があるわけでもなく，また，そう Lた枠組を構築するのに十分なだけの

研究が蓄積されているわげでもなし、。とくに経営学に関心をもワ者かりみた場

合，組織間関係論としては最も重要だと思う企業乙企業，企業と政府，企業と

労働組合との関係についての研究はとりわけ少ない。現在までのと乙ろ，対象

19) T、'erreberry，op.αム

20) Negandhi，“Int町 organizationTheory; Introduction and Overview;' in N曙 a吋 hi(ed.)， 

。ρ at
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としては健康保健局や病院といった組織を中心に，研究がなされており，理論

面では，方法の提示，概念の整備・開発がなされ，種々の領域についてのい〈

つかの仮説が相互の関連性が十分につけられないままに提示きれ，その 1部に

ついて実証研究がなされている段階にある。

しかし，それでもすでに最近の18年間において，この領域で 150以上の論文.

書物が発表され 130以上の変数があげられているといわれているし，また，

ネガYディ一等を中心として，ケント大学の比較管理論研究所 (CARめでは，

ι の理論に関 F る年次大会主開催し，研究者聞のコミュニケ -.y~，:/ を積極的

にすすめて，この理論の発展に尽している。

組J識間関係論の発展については，ネガンディーやヴァン・デ・ヴヱンニエメ

ット z コーニ y グ等は. 3つの段階に区分してそれらの違いを述べている叩。

それらは，次のようなものである。

A 1Ii1!約環境。外部環境の組織内へ及ぼす影響を考察するものであり，ここ

では，環境モれ自体の特性が明らかにされ(例えば，安定的か不安定的か，あ

るいは静穏か激変か， また， 確実性が高いか低いかなど).これらの環境の特

性がある特定の組織の機能，構造，行動にどのような影響を及ぼしているかを

明らかにしていこうとするものであり，主として，コンティ Y ジヱンシー・セ

オリーが研究していたものにあたる。ただし，このグループは，問題とする組

織の外部環境を構成するものとして，諾組織を示してはいるが，これらとの関

係を直接問題にしているとは隈らないので，組織間関係論の 1つのアプローチ

とするには疑問が残るかもしれない。

B 異なる社会単位聞のグノレープでの相互作用を考察しようとするもり。こ

乙では，相互作用の頻度の高い，適当な組織のあつまりを識別し，相互作用プ

ロ七月のもつ意味について研究するもりで 2つあるいは旦つ以上の組織の聞

の関係を考察するために，組織セットの概念や課業環境の概念が開発されてき

た。ここでは， トγプソ/'.ディノレ，エパ/'.ホーノレ二クラ グ等の研究があ

21) Ibid.， Van de Ven. E-mmett皿 dIVwning，噌口£
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るという却。

C 社会、ンステム・レベノレにおける組織間関係を研究しようとするもの。こ

こでは，すべての社会単位は全体の社会システムの l部分であると考え，この

観点、から異なる組織白問の関係を調べていこうとするものであり，組織フィー

ノレド，組織間コレクティビ7ィーの概念が開発され℃いる。ここでは，ウォレ

:/，ヴァン・デーヴ:/他，オノレドリゲチ等の研究がある問。

きて Aについては，コンティ γ ジェ Y シ ・七オリーとして， ζオもまでに

検討してきたし本稿においてもある程度述べたので，以下ではBとCについ

てそれぞれェパン，ヴァン・デ・ずで y=エメットニコ ニングをとりあげ，

その遣いを明らかにし，詳しくは紹介できないが，それぞれのレペノレでの主な

研究の概要を示して，次稿以後の準備としたい。

Bのレヘノレのものとして，エパy の組織セットのモデル叫があるが， これに

ついては， 我国では，野本千秋氏，山倉健嗣氏により検討がなされている回。

エパンの組織セットは，マ一トン(R.K. Merton)の役割セットを組織理論に

適用したものであり，問題とする組織を焦点組織とよび，焦点組織が他の諸組

織と多面的な関係をもち，相互作用していることを分析していこうとするので

ある。つまり，焦点組織からみて，これと相主作用している一群の組織を扱う。

これは，次のような特徴をもっ。①焦点組織を中心として，そこから他の組織

をみること，①種々の異なった関係にある詩組織が 1つの組織セットを構成す

るものと考えられる乙とになる点である。①の特徴は，管理論としてみた場合，

22) Thompson， 0ραt.， Dill，。ρ.αt.，;W. M. Evan， <<The Organization-Set: Tow.町da 

Theorv of Interor田 nizationalRelations，"凹 J口 Thompson，Aj伸 roaches白 Orga別 za

tional Design， 1966; R. H. Hall and J. P. Clε，k，“Problems in the Study of Interorga-
nizational Relationships，" Organizati日. aηd AdminutT叫iveScienι:e， Vol目 5，1974. 

23) R. L. Warren，“The Interorganizational Field as a Focus for Investigati叩 " A訪問

nistrati.ve品'cienceQuartr::rly， Vol. 12， 1967; Van de-Ven， Emmett and 弘.oemng，op. cit.; 
Aldrich，“An Organization-Environment Perspective on Cooperation and Conflict between 

Organizations." in Negandhi (ed.)， op. cit 
24) Evan， op. cit 
25) 野本千秋「組織的合理性と組織=環境白相互関部J r組織科学~ 1引1) 1978，山倉健嗣「組織

iR'哲司係の分析枠組 Ir組織科学Jl1l(3)..ii1977. 
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むしろ必要な観点であるといえるであろうが，しかし，その場合でも自らの組

織を中心にお〈のではなく，組織聞の相互作用をそれ自体として分析したのち

に，焦点組織という観点を入れた方がよいかもしれない。山倉氏は，組織セッ

ト・モデノレの問題点として，焦点組織の行動に分析の重点があり，組織間関係

γλテム自体の分析が軽視されていると指摘されているが吹 このことを考え

ても，①の観点には吟味が必要であろう Q

ところで，組織間関係、/ステムそ白ものを問題としようとすれば，②の特徴

が問越となる。というのは，組織セットには種々の異なった関係が含まれてお

り，たとえば，下請企業，競争企業，業界団体，消費者団体等をも 1つの組織

ヒットに入れることになるが，これらの諸組織との関係はそれぞれ別々に考察

Lた方がよいと考えられる。実は， Cのレベノレのヴァン・デ・ヴェ yの組織コ

レクティピティーの概念はこれらを別々に扱っていくものである27)。

Cのレベルのヴァ y ・デ・ヴ z ン他の組織間コレクテ 4ピティーは，組織問

システム自体を分析するために開発された概念である。彼らは組織間関係論を

社会的活動システムである組織間コレクティピティ←の研究であると理解して

いるが，この概念はパーソ y ズ (T.Persons) に依拠したものであって，活動

システムというのは，一連の，あるいは一群の目標志向的注行動のことであり，

社会システムというのは相互に作用しあう種々の参加者が逐行する相互依存的

な行為であり，組織間コレクテ 4 ビティ とは，一つの単位として行動するこ

とができるような社会的行為システムの役割構造であるとされている。組織問

コレクティピティ は 1つの単位のように行動L.各組織は，その中で特定化

した目標，役割を果すと考えられる。そして，こうした，組織間コレクティピ

ティーはさらに他り組織問コレクティピティーと相互作用を営むと考えられる。

しかし， ζ の場合，組織の境界が問題となったように 1つの組織間コレクティ

ピティーの境界が再び問題となる o

26) 山倉健嗣，前掲論文。

27) Van de Ven， Emmett田 dK冊目ng，0ραt 
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第 1 図
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さて，次に，このような組織閑コレク

ティピティーとエハγの組織セットとの

区別をヴァン・デ・ヴヱン他によってみ

ておくと，図におレて， 01を焦点組織と

考えるならば，組織セットは，この01に

結びつ〈すべての組織の集合ということ

になる。よれに対して，組織間コレクテ

ィピティ -'Cは01は別々の 5つの組織間

コレクティピティーにメンバーとして属

Lているとみることになる。したがって，

それぞれ別々に分析した方がよいという

と左になる。また. 03. 04. 05の各組織

は， 01と直接結びついていなし、から，組織セットには入ってこないが，組織間

コレグティピティーでは， 01~06の組成問コレクティピティーいると理解され

る。

ところで，上でみたことからも明らかであるが，このようなCのレベルの分

析は，ヴァン・テ・ヴェン他によると， A， Bの各レベノレの分析を包含しうる

ものと考えている。しかし， Cのレベルはより包括的であるにもかかわらず，

乙のレヘルの研究が必ずしも多くないのは何故か。ザイツ (Zeitz)はこの点を

説明しベ組織間関係論の分析には2つの伝統があるからだという。 1つは，

社会学者による研究の伝統であり，主として，保健所や病院など社会的サーヒ

ス機関の研究が問題とされてきたが，そこで問題とされたのは，各地方でハラ

バラに業務を行なっているのをし、かにして統合するかであった。そのため，組

織間関係自コントロ ノレが問題とされ，組織間関係自件を掛うという観点が育

たなかった。また，もう 1つの伝統は経営学者による伝統であるが，こ乙でも

経営によっての管理理論的な面が重視され，関連する環境が問題とされる傾向

坦:) Zeitz. o.ραt.， in Neganrlhi (吋).噌 CI_t
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が強<，そのため，環境を問題としても，それはコ γ トロ ノレできるかどうか

といった問題に関心が寄せられることになる。それゆえ環境の不確実性，不安

定性， 激変かどうか， また， 環境の組織への敵対性(組織にとっての不都合

性〕が問題となるのであって，環境自体の動きをとらえようとする意識は低か

っ7ことL、う。

しかし，このことは，また cのレベルが他のレベルのアプローチを包含す

るとしても，管理論としての観点のためには，焦点組織という観点を導入する

必要性のあることを示していることになる。

次に， ζ のような組織間関係論においては何が研究されているのかについて

が問題となるが，多〈の業積の内容を紹介し，検討することは次の機会に譲ら

ざるをえないが，ここでい〈つかの主要な興味あるテーマについてごく簡単に

述べておくことにする。

1 環境。焦点組織を考えるとき，組織問コレクティピティー，および，組

織セヅトこそが，環境と考えられてきたが，いま，組織間コレグティピティー

あるいは組織セットの特質を考察しようとすると，再び，これらをとりまき，

これに影響を与えるものとしての環境が考えられる。そして，この環境の特質

が，いくつかの次元から考察される。オノレドリッチは，①安定性，①同質性，

@集中性，④環境の容量，@活動領域についてのコンセンサスの成立の如何，

⑤激変性，⑦変動性，の 7つの次元を示している汽

2. 組織聞の関係。組織問の関係については 2種類のものが示されている

が 1つは，組織の内で①協調，② J:;/フリクト，③競争，③合併のどのよう

な関係にあるか〔またはどのような関係を選ぶか〕が問題とされ叫 そのよう

な関係はどのような性格をもっているかについて次のような 4つの次元が示さ

れている31)。関係の①公式化の程度(協約の公式化の程度， 構造の公式化)，

29) Aldrich， otαt 

30) 1. A. Akinbode and R. C. Clark，“A Framework fOr Analyzing Interorganizational 

Relati.OT1Hhip，" H出 nanRelations. Vol. 29. 1976 

31) C. B. Marrett，“On the Specification of Interorganization Dimensions，" Sociology and 

Soaal Research， Vol. 61， 1"971; Aldrich， op. cit 
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e関係の強度(投資される資源の量， 相互作用の頻度). ③交互性〔取引要件

を相互に決めるか一方的か). @:標準化(取引されるユニットの標準化， 手続

の標準化〉の 4つである。

これらが明らかにされたうえで，環境と組織間関係が研究される。上の 1と

2との関係を明らかにするもので，これは，コ γティンジヱンシー・セオリー

の土と vcとりあげたもりをレベノレを 1つあげたものと類似している。たとえ

ば，注ノレドリヅチは第 2図のような関係を示している回。

第2図 a 第 2図 b
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3 さらに 1つの焦点組織をとりだすと，そこでは，対組織間関係を決定

するために， どのような意志決定プロセスが進行するか，研究がなされる制。

4 また，その組織の中で対組織間関係を取り扱う部門について，それはそ

の組織の内部でどのような位置を占め，どのような関係にあるか，そLて，こ

の対組織間関係部自体の構造，担当者についての分析が行なわれている問。

邑 また，焦点組織を中心として，他の組織との関係をみる場合に，焦点組

織の組織間関係への適合が問題とされる。これはこの問題と似ているが 2で

は，組織間関係自体が問題であるのに対L ここでの関心は組織間関係への適

合，他の組織への働きかけ，焦点組識によるコントロールの可能性，また，焦

点組織自体の自律生が問題となる。例えば， ミレナィーニギレ旦ピーは，この

レベルで，これまでの仮説を12に要約 L. これに，明示的に示されてはいない

が合意される仮説2つを加えて，計14の仮説士示し，それらの統合的モデルを

32) Aldrich. 0ゆ.at 

3の Akinbodeand Clark， op. cit. 
34) !bid. 
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構成している問。

上でみてきた以外にも，組織問コンフリクトの問題，環境を何でとらえるか，

認知をどう理解するか， リ ダーシヅプ・スタイノレと組織間関係，コンフリク

ト等々，問題とされているものは多いし，また，多くのレベノレにわたって数多

くの仮説が示されているべ

IVむすび

本稿で4土，組織理論における環境理解の発展について，コ y ティ Yジェ Yシ

ー・セオリーと組織間関係論を中心としてみてきた。第 1にクローズド・ジス

テム論からオープ γ ・システム論への発展があり，組織理論にとっての環境の

重要性が認識されるようになったQ ついで，環境を理解する場合に. A.制約

環境論. B. 相主作用する組織.!7ノレープ・人の集合と Lての環境論. c 社
会シ旦テムとしての環境論，の 3つに区分せられることをみ，コ Yティ yジz

yγ ー・セオリーは.Aのレベノレの環境理論であること， s， Cについては，

それぞれ，ェパン，ヴ 7/・デ・ヴヱ γ 他による組織間関係論を中心として，

その環境理解についてみてきた。

そして，コンテ 4γ ジヱンシー・セオリ の場合は，環境の不確実性や不安

定性等の変数に集約して環境をとらえる ζ とによって，環境論の具体的，操作

的扱いに成功したこと，そのため，従来はオープン・システム論を理論的には

述べても具体的問題のレベノレで具体的に展開することが困難であったのが，組

織設計論という具体的問題において環境要因を導入することに成功した。これ

は，測定法，尺度の構成についての批判があることを考えても十はり大きな貢

献であったと考えられる。

しかし，コ Y ティ γ ジヱ:/'lー・七オリーは，諸組織の要求や諸組織との関

35) D. S. MiLeli and D. F. Gi1lespie， " An Integrated Forma1ization of Organization Envト

ronmfent Interdep四 denc日，"Hu問anRelations， Vo1. 29， 1976 
36) HaH and Clark in Negandhi (ed.)， op. cit.; Neghandhi皿 d Reim四 inNegandhi 

(00.)， op. cit.; Warrcn ot a/J in Negandhi， op. cit.; Aldrich. op. cit 
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係のあり方について十分な処理ができないため，この問題を扱っている組織間

関係論の環境理解についてみてきた。そして，本稿においては，エノミンの組織

セット・モデルとヴァン・デ・ヴヱン他の組織間コレクティピティーの考え方

の違いについて考察した。しかし，組織間関係論の詳しい内容とその検討は残

されており，次の稿の課題である。

しかし，組織間関係論は興味深しその可能性は大きいものと考えられるが，

①現在までのところまだ統一的な理論という程まとまっ Cいない己と，①経営

学の関心からみた場合，最も重要だと思われる企業と企業の関係，企業と財界

企業と政府との関係についての研究が少ないことが問題として残る。


